
MINATO BANK 2008
みなと銀行ミニディスクロージャー

第9期  営業のご報告
（平成19年4月1日～平成20年3月31日）



ごあいさつ

新中期経営計画

地域の皆さまとともに

地域の皆さまの利便性向上

TOPICS

業績ハイライト〔単体〕

財務諸表〔単体〕

連結財務諸表

当行の概要

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

CONTENTS

■ごあいさつ 

　皆さまには平素よりみなと銀行をお引き立ていただき、誠にありがとうござ

います。 

　このたび、当行のさまざまな取組や平成20年３月期の業績の概要等について

まとめましたミニディスクロージャー誌を作成いたしました。ご高覧いただき、

皆さまの当行に対するご理解をさらに深めていただければ、幸いに存じます。

　当行では、今年度より新しい中期経営計画「MlNATO 10（テン）」をスタート

させました。今後とも皆さまの幅広いニーズにお応えするため、金融サービス

の拡充に努めるとともに、三井住友銀行グループの地域金融機関として、金融・

情報サービスの提供を通じて、地域に貢献してまいります。 

　今後とも一層のご支援、お引き立てを賜りますようお願い申し上げます。 

平成20年６月 
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　皆さまには平素よりみなと銀行をお引き立ていただき、誠にありがとうござ

います。 

　このたび、当行のさまざまな取組や平成20年３月期の業績の概要等について

まとめましたミニディスクロージャー誌を作成いたしました。ご高覧いただき、

皆さまの当行に対するご理解をさらに深めていただければ、幸いに存じます。

　当行では、今年度より新しい中期経営計画「MlNATO 10（テン）」をスタート

させました。今後とも皆さまの幅広いニーズにお応えするため、金融サービス

の拡充に努めるとともに、三井住友銀行グループの地域金融機関として、金融・

情報サービスの提供を通じて、地域に貢献してまいります。 

　今後とも一層のご支援、お引き立てを賜りますようお願い申し上げます。 

平成20年６月 
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■主要計数計画〔単体〕 

　当行は、来年４月に発足１０周年を迎えること

もあり、「ＭＩＮＡＴＯ１０（テン）」～Ｎｅｘｔ　

Ｓｔａｇｅに向けて～をスローガンとして掲げ、

この３年間を「お客さま・地域・株主・従業

員から真に『信頼される地域のコアバンク』

を具現化するための礎を築く期間」と位置付け、

「３つの基本方針」の遂行に向けた「１０の公

約（主要施策）」を取り組んでまいります。

　本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は将来の業績を保証するものではなく、

リスクと不確実性を内包するものであります。将来の業績は、経営環境の変化に伴い、目標対比変化しうることに

ご留意下さい。

（注1）経費÷コア業務粗利益（業務粗利益から債券関係損益を除く）

（注2）自己資本比率には資本政策等は考慮しておりません

項　目

コア業務純益

当期純利益

ＯＨＲ　　　　　　（注１）

自己資本比率（連結）（注２）

19年度（H20/3期）実績

228億円

42億円

58.8%

9.72%

22年度（H23/3期）計画

240億円

80億円

60%未満

10%程度

「３つの基本方針」の遂行に向けた「10の公約（主要施策）」 

１．お客さま満足度の向上 

２．地域発展への貢献 

３．情報発信力の強化 

みなとブランドの醸成 

４．提案力の強化 

５．営業基盤の拡充 

６．業務改革の継続推進 

顧客ニーズ対応力の向上 

７．コンプライアンス優先原則の徹底 

８．リスクマネジメントの高度化 

９．健全性・効率性の追求 

経営管理態勢の強化 

10．継続的成長を支える 

　　人材育成・企業風土 

　　構築 

■新中期経営計画 

新中期経営計画の概要 

　当行は、来年４月に発足１０周年を迎えること

もあり、「ＭＩＮＡＴＯ 10（テン）」～Ｎｅｘｔ

　Ｓｔａｇｅに向けて～をスローガンとして掲げ、

この３年間を「お客さま・地域・株主・従業

員から真に『信頼される地域のコアバンク』

を具現化するための礎を築く期間」と位置付け、

「３つの基本方針」の遂行に向けた「１０の公

約（主要施策）」を取り組んでまいります。
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　地域金融機関として、地元企業や個人の皆さまの幅広

い資金ニーズに積極的にお応えするよう心掛けております。

　その結果、中小企業・個人の皆さまへの貸出金残高は

前期末比194億円増加の１兆8,753億円、貸出金全体

に占める割合は、83.9％となりました。

　また、貸出金の地域別で見た内訳は、兵庫県内

17,737億円（79.3％）、大阪府内2,490億円（11.1％）、

東京都内2,136億円（9.6％）となりました。

■地域の皆さまとともに 

中小企業の皆さまへのご融資 

平成20年3月末平成19年3月末平成18年3月末

0

19,000

18,000

17,000

中小企業・個人の皆さまへの貸出金推移 単位：億円 

17,927

18,559
18,753

顧客別貸出金 単位：億円 

地域別貸出金 

兵庫県
17,737（79.3％）

単位：億円 

個人
6,501（29.1％）

東京都
2,136（9.6％）

その他
3,610（16.1％）

大阪府
2,490（11.1％）

中小企業
12,252（54.8％）
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個人の皆さまへのご融資 

　住宅ローンを中心として、個人の皆さまのさまざまな資

金ニーズにお応えするよう心掛けております。

　住宅ローンについては、住宅ローンプラザの活動強化や

全店一斉休日相談会の開催、新商品の開発などにも積極的

に取組んでおります。

　その結果、平成20年3月期末の住宅ローン残高は前期末

比274億円増加し、7,103億円となりました。 

 
住宅ローン休日相談会の開催 
　皆さまの住宅購入、住宅ローン相談ニーズにお応えする

ため、平成15年10月より毎月第2、第4日曜日に県内42

ヶ店で休日相談会を開催しております。

■住宅ローン商品 

■個人ローン商品 

三宮住宅ローンプラザ（神戸新聞社提供） 
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■地域の皆さまの利便性向上（さまざまなサービスを展開しております） 

上海駐在員事務所を開設 

「日本食品展示商談会IN上海」の開催について 

　平成19年4月、地元企業の海外とのお取引や海外進出をサポ

ートするため、みなと銀行では初の海外拠点となる上海駐在員

事務所を開設いたしました。

　中国長江デルタ経済圏における情報収集力と支援体制を強化し、

国内窓口である「中国室」の機能とあわせて、お客さまのニーズ

と期待に一層的確かつ迅速にお応えしてまいります。

名　称：株式会社みなと銀行　上海駐在員事務所

（中国名：日本美納都銀行股■有限公司 上海代表処）

所在地：中華人民共和国上海市銅仁路195号

中欣大厦3312号室

（ユナイテッドプラザ43階建の33階）

　平成20年7月23日（水）・24日（木）、中国／上海において、鹿児島銀行、

千葉銀行、八十二銀行、広島銀行、ふくおかフィナンシャルグループ、北

洋銀行と共同で食品展示商談会を開催いたします。

　地方銀行同士が地域を越えて協力することで、日本食品の展示会としては、

中国国内最大級になります。

　この商談会を介して日中の食品に関わる多くの関係者がお互いのビジネ

スチャンスの創出を目指すものです。
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お客さまに優しい店づくり 

　お客さまに優しい店づくりの一環として、全店に「優先座席」「耳マーク」

「コミュニケーションボード」を設置いたしております。

　「優先座席」は、各店舗ロビーにお年寄りやお体の不自由なお客さまなどに

優先的にご利用いただく座席を設置するものです。当行独自に考案した「背も

たれカバー」を使用して、わかりやすく表示しております。

　「耳マーク」は窓口周辺に設置し、筆談等を希望されるお客さまに指し示し

ていただくだけで、ロビーまたは窓口担当者へ気軽にお声かけいただけるよう

にしております。

　また、「コミュニケーションボード」は、耳の不自由な方や外国人の方など

話言葉や文字によるコミュニケーションに不安のあるお客さまが、希望される

取引や手続きを円滑に窓口担当者へ伝えていただけるよう、筆談用のホワイト

ボードとあわせて設置いたしております。

ISO9001認証を取得 

　品質マネジメントシステムの国際規格である「ISO9001：2000」

への適合について、本支店の全てを対象に審査を受け、平成20年4月

11日付けで認証を取得いたしました。

　今回のISO9001の認証取得を契機に、商品内容から接遇に至るまで

あらゆる面での品質の改善を続け、お客さま満足度の一層の向上に取組

んでまいります。

【認証概要】

認証範囲

審査登録機関

登 録 日

認証番号

本支店における金融商品・サービスの企画および提供

財団法人　日本品質保証機構（JQA）

2008年4月11日

JQA‐QMA13593

優先座席 

耳マーク 

コミュニケーションボード 
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■地域の皆さまの利便性向上（地域の皆さまの資産づくりをさまざまな形で応援いたします） 

住宅ローンに関するご相談 

資産運用に関するご相談 

　地域の皆さまの住宅ローンに関するご相談に迅速にお応えす

るため、専門窓口として住宅ローンプラザを現在以下の11ヶ所

に設置いたしております。

　また、休日にも住宅ローンに関するご相談にお応えするため、

以下の8ヶ所で休日営業を実施いたしております。

新たな住宅購入資金、ご自宅の改修資金、既存の住宅

ローンのお借換のご相談等住宅ローンに関するあらゆ

るご相談に的確に対応いたします。

　地域の皆さまの資産運用に関するさまざまなご相談にお応え

するため、専門窓口としてコンサルティングプラザを3ヶ所（三

宮・阪急六甲・鳴尾）設置いたしております。

　当プラザでは、資産運用アドバイザーが多彩な商品ラインア

ップから、お客さまお一人おひとりにあったプランをご提案い

たします。ぜひお気軽にお立ち寄りください。

三宮・梅田・塚口・舞子住宅ローンプラザ
　〔土曜・日曜　10：00～17：00〕

加古川・姫路住宅ローンプラザ
　〔土曜　10：00～17：00〕

藤原台・西神住宅ローンプラザ
　〔日曜　10：00～17：00〕

住宅ローンプラザ

姫　路　079（288）2277　　三　宮　078（332）6650

加古川　079（423）0248　　住　吉　078（857）5191

西明石　078（927）3062　　西　宮　0798（32）6777

舞　子　078（782）4561　　塚　口　06（6427）8535

西　神　078（991）9933　　梅　田　06（6361）3641

藤原台　078（987）3350

コンサルティングプラザ

三　　宮　078（393）2911

阪急六甲　078（805）5700

鳴　　尾　0798（48）5721

舞子住宅ローンプラザ（神戸新聞社提供） 

三宮コンサルティングプラザ（神戸新聞社提供） 
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〈みなと〉プレミアム普通預金の商品内容を拡充 

　お客さまの多様なニーズにお応えするため、ICキャッ

シュカード付の段階金利型普通預金「〈みなと〉プレミア

ム普通預金」の商品内容を拡充しました。

【主な改定内容】

１　Web専用口座（通帳非発行型）の取扱開始

　　（1）ネットやケータイで24時間アクセス

　　（2）最大12ヵ月間※までさかのぼって照会

　　（3）プレミアム普通預金の口座管理手数料

　　　（月額105円）無料

　※詳細は、「プレミアム普通預金」のパンフレットをご確認下さい。

2　ポイント機能を新設

　　お取引状況に応じて毎月ポイントを加算し、蓄積さ

　　れたポイントを年１回キャッシュバック

　　（最高5,000円、預金口座に自動入金）

3　ATM利用手数料等の優遇※を拡大

　　（1）当行ATMの時間外手数料が回数制限なく無料

　　　　（現行：月3回→無制限）

　　（2）優遇対象ATMに「セブン銀行、イオン銀行、

　　　　　ゆうちょ銀行」を追加

　　　　　平日8：45～18：00であればATM利用手数

　　　　　料が回数制限なく無料

　　（3）優遇基準の拡大

　※当行所定のお取引条件が必要となります。
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■TOPICS

■平成19年12月「兵庫県防犯優良マンション」に
　対する住宅ローン金利優遇の取扱開始 
　平成19年12月11日より「兵庫県防犯優良マンション

認定制度※」で認定された分譲マンションをご購入され

たお客さまを対象に、住宅ローン金利を優遇する取扱を

開始いたしました。

　今後も地域の住宅環境の向上、支援に積極的に取り組

んでまいります。

※「兵庫県防犯優良マンション認定制度」

　地域安全まちづくり条例（平成18年兵庫県条例3号）

の趣旨を踏まえて、施行主等の申請により（社）兵庫

県防犯協会連合会・（財）兵庫県住宅建築総合センター・

（特）兵庫県防犯設備協会の3団体が審査、「犯罪に

遭いにくい構造・設備」の基準を充足していると認

められるマンションだけを「防犯優良マンション」

として認定･登録する制度です。

■平成20年1月「ヴィッセル神戸応援キャンペーン」実施 
　　テレフォン･インターネット専用「海岸通支店」限定 
　Jリーグ加盟の地元サッカーチーム「ヴィッセル神戸」

を応援するため、海岸通支店（テレフォン･インターネッ

ト専用）限定でキャンペーンを実施いたしております。

　ヴィッセル神戸のJ1リーグ公式戦での最終順位に応じ

てボーナス金利を上乗せさせていただきます。

　くわしくは、みなと銀行のホームページをご覧ください。

　　　http://www.minatobk.co.jp.

　　（期間：平成20年1月15日～平成20年7月31日）

【ご参考】みなと銀行のその他の取組（住宅ローン） 
▽「無添加住宅」向け金利優遇

　シックハウス症候群対策として、天然素材を使用した

住宅の普及を進めている株式会社無添加住宅（兵庫県西

宮市）と提携し、同社の代理店が建築する無添加仕様の

住宅を新築または購入するお客さまに対して、優遇金利

で住宅ローンを提供しております。

▽兵庫県産木材利用木造住宅特別融資制度の取扱

　兵庫県内産の木材を使用した木造住宅を新築、増改築、

リフォームされるお客さまに、兵庫県と金融機関が協力

して資金を融資する住宅ローンです。最長２５年の全期間

固定金利で提供しております。
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■平成20年3月 AED（自動体外式除細動器）の設置 
　お客さまに優しい店作りやCSR（企業の社会的責任）

活動の一環として、下記神戸市内15ヵ店に、AED（自

動体外式除細動器）を設置いたしました。

　AEDとは、心臓の心室細動による心停止時に電気的除

細動（電気ショック）を与え、応急手当に用いる医療機

器で、平成16年7月から一般市民による使用が認められ

ています。設置店舗においては、ご来店いただくお客さ

まの万一の事態に備えて、市民救命士講習を受講した行

員を中心に、心肺蘇生やAEDを操作して救急車が到着す

るまでの間に応急手当ができるようにしております。

　今後も地域の皆さまに安心してご利用いただけるよう

努めてまいります。

〔設置店舗〕

本店営業部、春日野支店、三宮支店、水道筋支店、

六甲道支店、西鈴蘭台支店、藤原台支店、板宿支店、

横尾支店、須磨NT支店、垂水支店、舞子支店、

西神中央支店、伊川谷支店、岩岡支店

〔設置場所〕上記店舗　営業室内

■平成20年6月　事業承継コンサルティング業務 
　への取組強化 
　地元のお取引先企業の円滑な事業承継をサポートする

ため、平成20年6月2日より税理士、弁護士等の外部の

専門家と提携し、事業承継に関するコンサルティング業

務を強化いたしました。

　事業承継は、高齢化社会の進展とも相まって、ますま

す注目度も高まりつつあります。

　今回の提携により、お取引先企業の事業承継全体に関

する幅広い二一ズに対し、個別事情を勘案した上、事業

承継計画等の作成及び計画の実行支援を行ってまいります。

　今後もお客さまのさまざまな二一ズに的確かつ迅速に

対応し、地元企業並びに地域経済の発展に貢献してまい

ります。

〔事業承継に関するコンサルティング業務概要〕

〔概略イメージ図〕

・永野税理士事務所（税理士　永野　卓美）

・弁護士法人　神戸シティ法律事務所

　　　　（代表社員　弁護士　井ロ　寛司）

　全店

　無料（当行とのコンサルティング契約）

　但し、提携先に対しては、別途費用負担

　が必要となります。

提携先

取扱店

費　用

コンサルティング契約（無料）

個別契約

業務提携契約

報酬支払

当　　行 お客さま

提 携 先
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■業績ハイライト〔単体〕 

　利回りの上昇に加え、住宅ローンをはじめとする残高の

順調な伸びにより貸出金利息は増加しましたが、金利上昇

に伴う預金利息の増加や役務取引等利益の減少等もあり、

コア業務純益は前期比3億円減少の228億円となりました。

　また、国債等債券損益が28億円好転したものの、大口先

を中心とした債務者区分の劣化により貸倒引当金繰入額が

前期比68億円増加した結果、経常利益は前期比30億円減

少し73億円、当期純利益は前期比13億円減少し42億円と

なりました。

コア業務純益の推移 単位：億円 

■経常利益 　■当期純利益

経常利益、当期純利益の推移 単位：億円 

コア業務純益 
業務粗利益から国債等債券損益と経費を差し引いた
収益で、銀行の本来業務による収益力を示すもので、
一般企業の営業利益に相当する部分です。

用 語 解 説  

損益の状況 

平成20年3月期平成19年3月期平成18年3月期

0

250

150

200

100

50

215
231 228

平成20年3月期平成19年3月期平成18年3月期

0

100

80

60

20

40

96
103

73

47
55

42
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　個人のお客さまの住宅資金ニーズに積極的にお応えする

とともに、法人新規開拓推進による取引基盤の拡充に注力

した結果、貸出金残高は、前期末比567億円増加し2兆

2,363億円となりました。

　住宅ローン残高は、前期末比274億円増加し7,103億円

となりました。

貸出金の状況 

預金等の状況 

平成20年3月末平成19年3月末平成18年3月末

0

7,000

6,500

6,000

住宅ローン残高の推移 単位：億円 

6,464

6,829

平成20年3月末平成19年3月末平成18年3月末

0

23,000

22,000

21,000

貸出金残高の推移 単位：億円 

21,166

21,796

22,363

　お客さまのさまざまな資産運用ニーズにお応えするため、

個人を中心に預金のほか投資信託、公共債、個人年金資産

などの預かり資産の増強に努めました。

　この結果、預金残高は、前期末比585億円増加し2兆

5,557億円となりました。うち個人預金の残高は、前期末

比732億円増加し2兆316億円となりました。　個人預か

り資産残高は、前期末比184億円増加し、5,513億円とな

りました。

平成20年3月末平成19年3月末平成18年3月末

0

4,000

6,000

2,000

個人預かり資産残高の推移 単位：億円 

4,181

5,329 5,513

■投資信託 　■外貨預金 　■公共債 　■個人年金

437 587 701

1,941

101

2,768

1,834

86

2,821

1,567

131

2,045

■うち国内預金（個人）

平成20年3月末平成19年3月末平成18年3月末

0

25,000

20,000

15,000

預金残高の推移 単位：億円 

25,014 24,972 25,557

19,543 19,584 20,316

7,103
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　平成20年3月末の自己資本比率は、単体：9.71％（前

期末比＋0.22％）、連結：9.72％（同＋0.27％）となり

ました。

　国内基準で必要とされる4％を大幅に上回る水準を確保

しております。

　当行では、平成17年10月より株式会社日本格付研究所

（ＪＣＲ）から、長期優先債務格付け「Ａ－」、平成19年5

月よりムーディーズ・インベスターズ・サービス（Moody's）

から、長期預金格付け「Ａａ2」を取得いたしております。

　中立的な第三者による評価である格付けを取得することで、

投資家や株主の皆さま、並びにお客さまに当行の収益性や

健全性の判断基準を提供し、当行への理解をさらに深めて

いただきたいと考えております。

■日本格付研究所（JCR）
　長期優先債務格付け「Ａ－」

■ムーディーズ（Moody's）
　長期預金格付け「Ａa2」

平成20年3月末平成19年3月末平成18年3月末

0

10.00

8.00

6.00

2.00

4.00

9.11

■連結 　■単体（単位：％）

自己資本比率 
銀行の健全性・安全性を示す指標のひとつで海外に
支店を持たない銀行は、国内基準で4％以上を確保す
ることが求められています。

用 語 解 説  

格付け 
企業が発行する債券や預金等の元利金が約束どおり
支払われる確実性の度合いを、中立的な第三者であ
る格付機関が簡潔な記号で表したものです。

用 語 解 説  

格付け 

9.22
9.72 9.719.45 9.49自己資本比率の状況（国内基準） 

D

C C

Ca CC

Caa CCC

B B

Ba BB

Baa BBB

A A

Aa AA

Aaa AAA
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　一層の健全性向上を図るため、不良債権処理を進める一

方で、お取引先の経営改善支援にも積極的に取り組みまし

た結果、金融再生法に基づく開示債権額は、前期末比2億

円減少し、643億円となりました。これにより、開示債

権比率（総与信に占める開示債権額の比率）も前期末比

0.08％低下し2.80％となりました。また、開示債権の

85.25％が、担保及び引当金等により保全されております。

■破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ■危険債権 ■要管理債権 

総与信残高に占める比率

平成20年3月末平成19年3月末平成18年3月末

0

1,200

600

400

200

3.50％

3.00％

2.50％

2.00％

3.78％

2.88％ 2.80％

290
148 173

262

207

301

195

303

229

金融再生法に基づく開示債権額の推移 

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

平成20年3月末
（単体）

危険
債権

要管理
債権 合　計

与 信 残 高

担保・保証等

貸倒引当金

（A）

（B）

（C）

207

145

62

100.00％

262

130

111

92.08％

173

64

35

57.33％

643

339

209

85.25％

引当・保全状況 単位：億円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 
破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立
て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対
する債権及びこれらに準ずる債権です。
危険債権 
経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び
経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収
及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。
要管理債権 
3ヵ月以上延滞債権と貸出条件緩和債権です。
（但し、破産更生債権及びこれらに準ずる債権・危険
債権は除く）

用 語 解 説  

保　　全　　率
（B＋C）/（A）

正常債権
22,285

（97.19％）

　　　　　　207（0.90％）

危 険 債 権　262（1.14％）

要管理債権　173（0.75％）

800

1,000

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

823

645 643

不良債権の状況 

単位：億円 

構成比 単位：億円 
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■財務諸表〔単体〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

貸借対照表 （平成20年3月31日現在） 

資産の部 負債の部 

現 金 預 け 金    
コ － ル ロ － ン    
債券貸借取引支払保証金 
商 品 有 価 証 券    
有 価 証 券    
貸 出 金    
外 国 為 替    
そ の 他 資 産    
有 形 固 定 資 産  
無 形 固 定 資 産  
繰 延 税 金 資 産    
支 払 承 諾 見 返    
貸 倒 引 当 金      
資 産 の 部 合 計  

平成19年3月3 1日残高  
事 業 年 度 中 の 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当  
当 期 純 利 益  
自 己 株 式 の 取 得  
株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 

事業年度中の変動額合計 
平成2 0年3月3 1日残高  

27,484 
 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

27,484

27,430 
 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

27,430

22,053 
 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

22,053

49,483 
 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

49,483

－ 
 

53 
－ 
－ 
－ 
53 
53

3,828 
 
－ 
－ 
－ 

△4,296 
△4,296 
△467

△320 
 
－ 
－ 
－ 
269 
269 
△50

3,508 
 
－ 
－ 
－ 

△4,027 
△4,027 
△518

99,071 
 

△1,642 
4,229 
△6 

△4,027 
△1,445 
97,625

2,325 
 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

2,325

16,379 
 

△1,695 
4,229 
－ 
－ 

2,534 
18,913

18,704 
 

△1,642 
4,229 
－ 
－ 

2,587 
21,291

△108 
 
－ 
－ 
△6 
－ 
△6 

△114

95,563 
 

△1,642 
4,229 
△6 
－ 

2,581 
98,144

資 本 金    
資 本 剰 余 金      
資 本 準 備 金   
そ の 他 資 本 剰 余 金   
利 益 剰 余 金    
利 益 準 備 金  
そ の 他 利 益 剰 余 金  
別 途 積 立 金  
繰 越 利 益 剰 余 金  

自 己 株 式      
株 主 資 本 合 計  
その他有価証券評価差額金 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  
評 価・換算差額等合計  
純 資 産 の 部 合 計  
負債及び純資産の部合計 

預 金    
譲 渡 性 預 金    
借 用 金    
外 国 為 替    
社 債  
そ の 他 負 債    
賞 与 引 当 金    
退 職 給 付 引 当 金    
役 員 退 職 慰 労 引 当 金  
預 金 払 戻 引 当 金  
支 払 承 諾    
負 債 の 部 合 計  

49,005 
9,947 
39,875 
459 

383,950 
2,236,307 
4,970 
21,607 
35,850 
3,490 
17,013 
20,119 

△27,977 
2,794,620

2,555,795 
32,168 
57,955 
117 
5,000 
20,561 
894 
3,480 
251 
650 

20,119 
2,696,994

27,484 
49,483 
27,430 
22,053 
21,291 
53 

21,238 
2,325 
18,913 
△114 
98,144 
△467 
△50 
△518 
97,625 

2,794,620

純資産の部 

損益計算書 自 平成19年4月  1日 
至 平成20年3月31日 （　　　　　　　　　 ） 

株主資本等変動計算書 
株主資本 

その他利益剰余金 
資本剰余金 利益剰余金 

資本金 自己株式 株主資本 合計 資本 
準備金 

利益 
準備金 別途 

積立金 
繰越利益 
剰余金 

その他 
資本 
剰余金 

利益 
剰余金 
合計 

資本 
剰余金 
合計 

自 平成19年4月  1日 
至 平成20年3月31日 （　　　　　　　　　 ） 

経 常 収 益    
資 金 運 用 収 益   
（ うち 貸 出 金 利 息 ） 
（うち有価証券利息配当金）  
役 務 取 引 等 収 益   
そ の 他 業 務 収 益   
そ の 他 経 常 収 益    
経 常 費 用    
資 金 調 達 費 用   
（ う ち 預 金 利 息 ）  
役 務 取 引 等 費 用   
そ の 他 業 務 費 用   
営 業 経 費   
そ の 他 経 常 費 用    
経 常 利 益    
特 別 利 益    
償 却 債 権 取 立 益    
そ の 他 の 特 別 利 益  
特 別 損 失    
固 定 資 産 処 分 損    
そ の 他 の 特 別 損 失    
税 引 前 当 期 純 利 益    
法人税、住民税及び事業税   
法 人 税 等 調 整 額    
当 期 純 利 益   

73,587 
54,203 

（49,741） 
（3,528） 
13,163 
2,388 
3,831 
66,244 
8,288 

（6,259） 
3,533 
2,240 
33,406 
18,775 
7,342 
500 
22 
478 
873 
192 
681 
6,969 
1,440 
1,299 
4,229

純資産 
合計 

繰延 
ヘッジ 
損益 

その他 
有価証券 
評価 
差額金 

評価・ 
換算差額 
等合計 

評価・換算差額等 
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■連結財務諸表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結貸借対照表 （平成20年3月31日現在） 

資産の部 負債の部 

現 金 預 け 金    
コ－ルロ－ン及び買入手形   
債券貸借取引支払保証金 
買 入 金 銭 債 権  
商 品 有 価 証 券    
有 価 証 券    
貸 出 金    
外 国 為 替    
そ の 他 資 産    
有 形 固 定 資 産  
無 形 固 定 資 産  
繰 延 税 金 資 産    
支 払 承 諾 見 返    
貸 倒 引 当 金      
資 産 の 部 合 計  

資 本 金    
資 本 剰 余 金      
利 益 剰 余 金    
自 己 株 式      
株 主 資 本 合 計  
その他有価証券評価差額金 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  
評 価・換算差額等合計  
少 数 株 主 持 分      
純 資 産 の 部 合 計  
負債及び純資産の部合計 

預 金    
譲 渡 性 預 金    
借 用 金    
外 国 為 替    
社 債  
そ の 他 負 債    
賞 与 引 当 金    
退 職 給 付 引 当 金    
役 員 退 職 慰 労 引 当 金  
預 金 払 戻 引 当 金  
支 払 承 諾    
負 債 の 部 合 計  

49,025 
9,947 
39,875 
6,755 
459 

380,881 
2,232,653 
4,970 
30,697 
41,983 
4,471 
18,554 
20,755 

△30,749 
2,810,282

平成19年3月3 1日残高  
連結会計年度中の変動額 
剰 余 金 の 配 当  
当 期 純 利 益  
自 己 株 式 の 取 得  
株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額） 

連結会計年度中の変動額合計 
平成 2 0 年 3月3 1日残高  

27,484 
 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

27,484

49,483 
 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

49,483

18,543 
 

△1,642 
5,757 
－ 
－ 

4,115 
22,659

△108 
 
－ 
－ 
△6 
－ 
△6 

△114

95,402 
 

△1,642 
5,757 
△6 
－ 

4,109 
99,512

2,553,229 
32,168 
57,955 
117 
5,000 
35,700 
1,027 
3,534 
290 
650 

20,755 
2,710,429

27,484 
49,483 
22,659 
△114 
99,512 
△403 
△50 
△454 
794 

99,852 
2,810,282

純資産の部 

連結損益計算書 自 平成19年4月  1日 
至 平成20年3月31日 （　　　　　　　　　 ） 

連結株主資本等変動計算書 

株主資本 

資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

株主資本 
合計 資本金 自己株式 

自 平成19年4月  1日 
至 平成20年3月31日 （　　　　　　　　　 ） 

経 常 収 益    
資 金 運 用 収 益   
（ うち 貸 出 金 利 息 ）  
（うち有価証券利息配当金）  
役 務 取 引 等 収 益   
そ の 他 業 務 収 益   
そ の 他 経 常 収 益    
経 常 費 用    
資 金 調 達 費 用   
（ う ち 預 金 利 息 ）  
役 務 取 引 等 費 用   
そ の 他 業 務 費 用   
営 業 経 費   
そ の 他 経 常 費 用    
経 常 利 益    
特 別 利 益    
固 定 資 産 処 分 益  
償 却 債 権 取 立 益   
特 別 損 失    
固 定 資 産 処 分 損    
そ の 他 の 特 別 損 失    
税金等調整前当期純利益   
法人税、住民税及び事業税   
法 人 税 等 調 整 額    
少 数 株 主 利 益  
（ △ は少 数 株 主 損 失 ） 
当 期 純 利 益   

81,610 
54,952 

（50,410） 
（3,541） 
15,095 
7,646 
3,915 
72,839 
8,288 

（6,256） 
2,989 
6,702 
34,327 
20,531 
8,770 
334 
297 
37 

1,387 
706 
681 
7,717 
1,767 
330 

△137 

5,757

4,014 
 
－ 
－ 
－ 

△4,417 
△4,417 
△403

△320 
 
－ 
－ 
－ 
269 
269 
△50

3,694 
 
－ 
－ 
－ 

△4,148 
△4,148 
△454

977 
 
－ 
－ 
－ 

△182 
△182 
794

100,073 
 

△1,642 
5,757 
△6 

△4,330 
△221 
99,852

評価・換算差額等 

繰延 
ヘッジ 
損益 

その他 
有価証券 
評価 
差額金 

評価・ 
換算差額 
等合計 

純資産 
合計 

少数株主 
持分 
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■当行の概要 

取締役頭取  
（ 代 表 取 締 役 ） 

取締役副頭取 
（ 代 表 取 締 役 ） 

専務取締役  
（ 代 表 取 締 役 ） 

常務取締役  

常務取締役  

常務取締役  

取締役（非常勤） 

常勤監査役  

常勤監査役  

監 査 役  

監 査 役  

監 査 役  

常務執行役員 

常務執行役員 

常務執行役員 

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員 

籔 　 本 　 信 　 裕   

尾 　 野 　 俊 　 二   

竹 　 内 　 健 　 二   

藤 　 原 　 　 　 博  

今 　 西 　 昭 　 文  

井 　 上 　 嗣 　 朗  

太 　 田 　 敏 　 郎  

庵 　 原 　 敬 　 吾  

今 　 橋 　 正 　 隆  

岡 　 田 　 信 　 吾  

津 　 田 　 貞 　 之  

長 　 手 　 　 　 務  

吉 　 田 　 博 　 己  

森 　 　 　 　 　 薫  

後 　 藤 　 盛 　 次  

正 　 木 　 誠 　 司  

丸 　 尾 　 秀 　 樹  

原 　 　 　 一 　 馬  

小 　 原 　 泰 　 樹  

菱 　 田 　 信 　 之  

須 　 方 　 　 　 輝  

水 　 嶋 　 輝 　 雄  

渡 　 辺 　 真 　 悟  

※ 

※ 

※ 

※ 

※ 

※ 

※印の取締役は、執行役員を兼務しております。 

（平成20年6月27日現在） 経営理念 

名 称  

本店所在地   

電 話 番 号  

店 舗 数   

 

従 業 員 数  

資 本 金  

総 資 産  

預 金  

貸 出 金  

自己資本比率 
（国内基準） 
 

格 付 け 

株式会社　みなと銀行 

〒651-0193 
神戸市中央区三宮町２丁目１番１号 

078-331-8141（代表） 

109ヵ店 
　兵庫県  104ヵ店 
　大阪府  4ヵ店 
　東京都  1ヵ店 

1,879人 

274億円 

2兆7,946億円 

2兆5,557億円 

2兆2,363億円 

単体　9.71％　連結　9.72％　 
 

長期優先債務格付け「Ａ－」 
（株式会社日本格付研究所） 

長期預金格付け「Ａａ2」 
（ムーディーズ・インベスターズ・サービス） 

（平成20年3月31日現在） 
会社概要 

役　員 

地域のみなさまとともに歩みます 
 

金融・情報サービスの提供を通じて、 
地域に貢献します 



持　株　数 
（千株）

持株比率  
（％）

184,828 

16,381 

10,501 

7,372 

6,661 

6,485 

6,220 

5,860 

5,203 

4,826

株式会社三井住友銀行 

みなと銀行共栄会 

日本生命保険相互会社 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

ニッセイ同和損害保険株式会社 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 

三井住友海上火災保険株式会社 

資産管理サービス信託銀行株式会社（年金信託口） 

住友生命保険相互会社 

みなと銀行従業員持株会 

44.97 

3.98 

2.55 

1.79 

1.62 

1.57 

1.51 

1.42 

1.26 

1.17

（平成20年3月31日現在） （平成20年3月31日現在） 

10,479名 

410,940,977株 

株 主 数  

発行済株式の総数 

注1．持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。 
　2．持株比率は小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。 
　3．株式会社三井住友銀行の持株数には、同行が退職給付信託の信託財産と

して拠出し、議決権行使の指図権を留保している当行株式165,500千株（持
株比率40.27％）を含んでおります。なお、株主名簿上の名義は「日本トラ
スティ・サービス信託銀行株式会社（中央三井アセット信託銀行再信託分・
株式会社三井住友銀行退職給付信託口）」であります。 

（単位：千株） 

金融機関 
271,393（66.17％） 

個人・その他 
57,473（14.01％） 

外国法人等 
13,955（3.40％） 

その他の法人 
66,316（16.17％） 

所有者別単元株式数 

金融商品取引業者 
1,025（0.25％） 

地域別単元株式数 
北海道・東北 
1,820（0.44％） 

九州 
1,502（0.37％） 

関東 
276,514（67.42％） 

近畿 
112,757（27.49％） 
その他近畿 
26,963（6.57％） 

中部 
1,275（0.31％） 

中国・四国 
2,834（0.69％） 

その他 
13,460（3.28％） 

神戸市 
57,299（13.97％） 
兵庫県（神戸市を除く） 
28,495（6.95％） 

株式のご案内
■決算期 
　毎年3月31日
■定時株主総会 
　毎年4月1日から3か月以内に開催します。
■単元株式数 
　1,000株
■配当金受領株主確定日 
　3月31日および中間配当を行うときは9月30日といたします。
＊配当金のお受け取りは、みなと銀行の預金口座振込をご利用
いただきますと早くて便利です。

■基準日 
　定時株主総会　毎年3月31日
　その他必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日
■公告方法 
　神戸新聞および日本経済新聞に掲載
　＊決算公告については当行ホームページに掲載いたします。

 
■株式事務取扱場所 
　株主名簿管理人　東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
　　　　　　　　　三菱UFJ信託銀行株式会社 
　同事務取扱場所　〒530－0004
　（お問い合わせ先）　大阪市北区堂島浜一丁目1番5号
　　　　　　　　　三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
　　　　　　　　　電話 0120－094－777（通話料無料）
　同　取　次　所　三菱UFJ信託銀行株式会社 全国本支店

株式関係のお手続き用紙のご請求は、次の三菱UFJ信託銀
行の電話およびインターネットでも24時間承っております。
電話（通話料無料）0120－244－479（本店証券代行部）
　　　　　　　　　0120－684－479（大阪証券代行部） 

　　　　　　　　　インターネットホームページ　http://www.tr.mufg.jp/daikou/ 
■株式上場市場 
　東京証券取引所　市場第一部
　大阪証券取引所　市場第一部

株式の状況 大株主 

１８ 



発行　平成20年6月 
　　　株式会社みなと銀行　企画部 調査広報室 
　　　〒651－0193　神戸市中央区三宮町2丁目1番1号 
　　　　　　　　　　TEL.078（331）8141（代表） 
　　　ホームページ：http://www.minatobk.co.jp
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